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公共サービス改革法に基づく民間競争入札の導入について
～空港土木施設の維持管理業務、航空灯火・電源施設の維持管理業務

及び航空保安無線施設等の保守業務～

１．総論

（１）導入方針
国土交通省では、以下に示す業務について、段階的に、平成23年度から平成25年

度までに全ての契約を、競争の導入による公共サービスの改革に関する法律に基づ

く民間競争入札（以下「民間競争入札」という。」）により実施する。

〈平成23年度から民間競争入札を実施する業務〉

○空港土木施設の維持管理業務

○航空灯火・電源施設の維持管理業務

○航空保安無線施設等の保守業務

（２）民間競争入札導入の意義
上記の業務については、これまでも透明性、競争性が確保されるよう取り組んで

きたところであるが、民間競争入札の実施にあたっては、内閣府に設置された第三

者委員会である、「官民競争入札等監理委員会」による入札参加要件等の審議を経

た上で実施要項を定め、実施要項に基づく手続きにより落札した民間事業者と契約

することとされている。

この審議を経ることにより、更なる透明性、競争性の確保が期待される。また、

総合評価落札方式や複数年度契約の導入により、民間の創意工夫等が期待される。

（３）契約期間等の設定について

①基本的な考え方
民間競争入札の実施にあたり、導入は以下に示す理由から平成23年度から段

階的に導入することとしており、契約期間は平成23年度から２年又は３年の期

間とする。

また、今後、業務実施状況を検証し、最適な契約期間や発注ロットについて、

更なる検討をしていく。

②段階的導入について
民間競争入札の導入に当たっては、複数年度契約を実施することとしており、

民間事業者の競争参加機会を毎年度平準的に確保する観点から、平成23年度か

ら段階的に導入する。

さらに、平成23年度の民間競争入札の結果や、当該入札に係る業務の実施状



況を検証し、平成24年度以降の発注業務の実施要項に反映、逐次改善する観点

からも、平成23年度から段階的に導入することとしている。

２．各論
各業務の業務内容及び契約状況に係る基本的な情報は、別紙に示すとおりである。

（１）空港土木施設の維持管理業務

ア 業務内容

空港の安全な運用及び航空交通の安全を確保するため、空港土木施設（滑走路、

着陸帯、エプロン等）が安全かつ円滑に機能するよう、点検、清掃、修繕、除雪作

業等を実施。

イ 事業規模

平成２１年度実績 契約数２７件 総額約３０．７億円

ウ 契約期間の設定方針

平成２３年度は、３ヶ年の国庫債務負担行為により実施する。

エ 導入方針

初年度である平成２３年度は、函館空港、新潟空港、松山空港及び宮崎空港の４

カ所について、民間競争入札を試行的に導入する。

上記事業の実施状況等を踏まえ、平成25年度までの間に、残る24か所について民

間競争入札を実施するものとする。

（２）航空灯火・電源施設の維持管理業務

ア 業務内容

空港の安全な運用及び航空交通の安全を確保するため、空港の航空灯火、電源設

備を常時良好な状態に保つように点検・維持管理や障害時の緊急対応を実施。

イ 事業規模

平成２１年度実績 契約数５２件 総額約１８．７億円

ウ 契約期間の設定方針

平成２３年度は、３ヶ年の国庫債務負担行為により実施する。

エ 導入方針

初年度である平成２３年度は、新千歳空港、東京国際空港、大阪国際空港及び福

岡空港の４カ所について、民間競争入札を試行的に導入する。



上記事業の実施状況等を踏まえ、平成25年度までの間に、残る48か所について

民間競争入札を実施するものとする。ただし、委託規模が著しく少額である箇所

については、民間競争入札の適否について検討を行い、平成23年度中に結論を得

るものとする。

（３）航空保安無線施設等の保守業務

ア 業務内容

航空の安全かつ円滑な運航を確保するため、航空保安無線施設等が常に安定的に

稼働できるよう、定期点検による早期点検・早期修繕の予防保全的管理や障害時の

緊急対応を実施。

イ 事業規模

平成２１年度実績 契約数１１件 総額約２０．０億円

ウ 契約期間の設定方針

平成２３年度は、２ヶ年の国庫債務負担行為により実施する。

エ 導入方針

初年度である平成２３年度は、東京ブロック、成田ブロック及び鹿児島ブロック

の３カ所について、民間競争入札を試行的に導入する。

上記事業の実施状況等を踏まえ、平成25年度までの間に、残る６ブロックにつ

いて民間競争入札を実施するものとする。



 （参考１－１） 空港土木施設の維持管理業務の内容 

プ空港土木施設（滑走路・着陸帯・エプロン等）が常に安全かつ円滑に機能するよう、 
点検、清掃、修繕、除雪作業等により、各施設の機能を正常に保ち、航空機の安全 
運航及び定時性の確保を図るため、以下のような業務について年間を通じて実施して定 、 実
いる。 

（草刈：着陸帯機能確保 鳥害対策のために 広大な （緊急補修：舗装の破損等により 航空機の運航に支（巡回点検：滑走路等の不良箇所の有無を調べるた （草刈：着陸帯機能確保、鳥害対策のために、広大な
面積の草刈りを実施） 

（緊急補修：舗装の破損等により、航空機の運航に支
障が生じないように、緊急に補修を実施） 

（巡回点検：滑走路等の不良箇所の有無を調べるた
め、夜間に点検を実施） 

（除雪：積雪により、航空機の運航に支障が生じない
よう、迅速な除雪を実施） 

（舗装面清掃：航空機エンジンへの吸い込みを防止
するために、路面の異物や土砂等を回収・処分） 

（飛行場標識維持：摩滅部分を復旧するために、標識
の塗装を実施） 



 （参考１－２） 空港土木施設の維持管理の契約状況 

単位：円 

※平成２１年度実績ベース 



 （参考２－１） 航空灯火、電源施設の維持管理業務の内容 

航空灯火 電源施設の維持管理業務は 空港の安全な運用及び航空交通の安全を確航空灯火・電源施設の維持管理業務は、空港の安全な運用及び航空交通の安全を確
保するため、空港の航空灯火、電源設備を常時良好な状態に保つよう点検・維持管理
を実施している。 

・電源局舎 
・整備作業所 監視業務の補助 

航空灯火等の電流値確認 など

電源装置（機器室） 

電球交換及び簡易な補修作業 

航空灯火等の電流値確認 など 

灯器搬入 
応急復旧作業 灯器交換作業 灯器交換作業 

灯器分解点検清掃 
埋込灯器清掃車両 灯器点検作業 

配光検査 
航空保安用電力施設保守点検 

灯火点検・清掃作業 

破損灯器補修 



 （参考２－２） 航空灯火、電源施設の維持管理の契約状況 



 （参考３－１） 航空保安無線施設等の運用保守業務の内容 

 航空保安無線施設等の保守業務は、航空の安全かつ円滑な運航を確保するため、航空保安無線施設等が
常に安定的に稼働できるよう、定期点検による早期点検・早期修繕の予防保全的管理や障害時の緊急対応を
実施している。 

システム運用管理センター（ＳＭＣ）によるブロック管理 保守業務実施体制 

【システム運用管理センター】 

・航空保安無線施設等の運用状況の一元管理 

・航空保安無線施設等の信頼性にかかる 

データの収集

国による適切な管理・監督の下、保守業務を民間業者へ委託 

 デ タの収集 

等をブロックごとに実施し、4ヶ年で8拠点を整備 

 

○平成２０年度：大阪・福岡 

○平成２１年度：東京・新千歳 

○平成２２年度 鹿児島 那覇○平成２２年度：鹿児島・那覇

○平成２３年度：仙台・中部  

 

【保守点検】【保守点検】
 
○航空保安無線施設等の定期点検、電波計測（日  
 例点検、週例点検、月例点検等） 

○航空保安無線施設等の性能回復のための計測、 
 調整（随時） 

○航空保安無線施設等の障害時の復旧作業（随時） 
 



航空保安無線施設等とは、航空機を監視するためのレーダー、電波により航空機に最終着陸コースを提供する

 （参考３－２） 航空保安無線施設等（主要な無線施設の例） 

計器着陸装置等、航空機の出発、巡航、到着を監視・誘導するための無線施設であり、現在の航空機の運航は
航空保安無線施設なくして実施することは不可能である。 

管制官及び航空機運航者の業務に必要不可欠 



 （参考３－３） 航空保安無線施設等の保守業務の契約状況 


